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Ⅰ．はじめに

菊川市にある社会福祉法人白翁会は、昭和 58 年に設立された法人であり、職員数は全体で 185

名の規模である。障害者支援施設（１事業所）、特別養護老人ホーム（２事業所）、デイサービスセ

ンター（１事業所）を運営しており、平成 20 年より、本学の受託研究事業として「施設評価活動」

及び「職員教育活動」に取り組んでいる。本レポートは、この内、平成 25 年より取り組みを開始

した「職員教育プログラムの開発及びそれによる教育効果」についてまとめたものである。

Ⅱ．本研究の概要

１．本研究のねらい

この受託研究は、社会福祉法人白翁会、静岡県立大学短期大学部が協働し、「福祉」実践力をキ

ーワードに、これまでにない新しい介護福祉施設の質保証モデルの創造と、介護の担い手である施

設職員の「福祉」実践力の開発・向上を目指したものである。

「福祉」実践力は、福祉という言葉の意味を理解し、利用者、職員双方の「価値」に基づく介護

「技術」とそれを支える「マネジメント」によって実現すると考え我々はこの 3 つをキーワードと

して進めた。（図１）

図 1　「福祉」実践力　概念図
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２．「福祉」実践力を開発・獲得するための４ステージ

本研究では、介護福祉施設、静岡県立大学短期大学部が持つ資源、強さを最大限に活用し、「知る」

「学ぶ」「取り組む」「続ける」の 4 段階で価値・技術・マネジメントの開発と獲得を目指した。（図 2）

３．研究内容

本研究は 4 つのステージを基に段階的にスケジュールを組み立て、実施した。（図 3）

期間：平成 25 年 4 月～平成 27 年 3 月（計 24 カ月）

対象：社会福祉法人白翁会　特別養護老人ホーム喜久の園

図 3　研修スケジュール

Ⅲ．取り組み内容

１．平成 25 年度　実施内容

本研究 1 年目では、ステージ１「知る」を実施し、対象である介護福祉施設が抱える課題を、施設、

短期大学双方が把握することを目的とした。

ステージ２「学ぶ」では、施設内の課題を解消するための職員研修を計画・実施した。その内容

については以下のとおりである。

１）「知る」
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介護福祉施設内で抱えている課題や職員の意識を把握するために、聞き取り調査の実施。

対象：施設長、副施設長、介護部長、介護職員（フロアリーダー 3 名、常勤職員 2 名、非常勤

職員 2 名）。

方法：施設長、副施設長、介護部長 3 名に対しては、1 名の教員が 1 名ずつ聞き取りを行う。

介護職員に対しては、喜久の園 6 フロア中、4 フロアを対象とした。4 名の教員が対象の

フロアに入り、介護職員から 1 対 1 で話を聞いた。

結果：聞き取り調査の結果は教員内で共有し、まとめを行った。その結果、以下の 4 つの課題

が挙げられた。

表 1　　4 つの課題

・介護職員と介護部長・フロアリーダーとの関係性に問題がある。

・施設が作成している事業計画の内容の見直しと検討が必要である。

・職員の教育機能を仕組化する必要性がある。

・介護部、看護部の業務内容の見直しと検討が必要である。

２）「学ぶ」

「知る」の聞き取り調査をもとに、以下の取り組みを計画し、実施した。

①介護職員に対する研修の実施。

平成 25 年度研修プログラム：対象は白翁会の介護職員。

社会福祉論 2 回、移動・移乗の介助 2 回、排泄ケア 1 回、食事ケア 1 回、清潔保持のケア 1 回、

姿勢ケア 2 回　　（各 90 分×計 9 回）

②白翁会幹部会議へ出席し、聞き取り調査報告の実施。

幹部会議の出席者：喜久の園施設長、副施設長、介護部長、医務室長、相談員、本学教員。

２．平成 26 年度　実施内容

本研究 2 年目では、平成 25 年度の聞き取り調査で挙がった 4 つの課題（表 1）を改善するべく、

ステージ３「取り組む」において「介護職リーダーの育成」「介護技術の向上」、「排泄自立支援」、「マ

ネジメント支援」の 4 つを軸に実施した。

ステージ４「続ける」では、本研究終了後も取り組み内容を施設が継続していくための検討や、

静岡県内の研究発表会にて成果報告を行うための支援を行った。

ステージ３、４共に、対象は社会福祉法人白翁会　特別養護老人ホーム喜久の園で実施。内容に

ついては以下のとおりである。

３）「取り組む」

（１）【介護職リーダーの育成】

喜久の園介護職員 37 名中（平成 26 年１月時点）、今後介護職のリーダーとしての役割を担うこ

とが期待される介護職員 6 名（以下、介護職リーダー）選出し、以下の取り組みを行った。

6 名の選出方法は、喜久の園施設長が選出・決定した。

①「福祉」実践力の向上（研修）へ参加：計 9 回

②アンケートの実施：平成 26 年 5 月と平成 27 年 3 月に介護職リーダー 6 名を対象に実施。

調査内容は以下のとおりであり、2 回とも同じものを実施。回答は自由記述、一部設問は自己採

点である。
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調査内容：仕事に取り組む上で、苦労していることや困難に感じていること・仕事を取り組む上

でのやりがい・介護の専門性についてどのように考えているか・本研修で特に学びたいこと、身

につけたいこと（平成 26 年 5 月）／本研修で特に学んだこと、身についたこと（平成 27 年 3 月）・

中堅の介護職員としての役割を果たしているか・自分の実践している介護内容について

③排泄自立支援への参加と成果を「平成 27 年度　静岡県高齢者福祉研究大会」にて発表。

（２）【介護技術の向上】

介護職員を対象にした研修を実施した。以下が研修内容とその結果である。

①介護技術研修（計５回）

対象：喜久の園介護職リーダー、喜久の園、千寿の園、光陽荘の研修希望職員。

移動の技術

本研修は移動に関わる支援技術を題材にした基礎介護技術演習を、下記のとおり実施した。

第１回：基礎介護技術の基本原理①

①ボディメカニクスの 8 原理　②介護技術における関節可動域の考え方・働きかけ　③介護技

術における体圧とボディメカニクスの関係性

上記に基づく水平移動、体位変換、端座位への介助と評価ポイント

第２回：基礎介護技術の基本原理②

①ボディメカニクスの 8 原理とその応用　②介護技術における関節可動域の考え方・働きかけ

と評価視点　③移動技術における関連動作（座位、立位、歩行）のアセスメント

上記に基づく福祉用具の選定基準と評価視点

シーティングとポジショニング

第３回：車いす座位姿勢の支援

①座位姿勢および指標となる座位姿勢の理解　②高齢者にみられる不良姿勢と問題点　③車い

すの問題点　④車いす、クッションの種類・選択　⑤円背のある人の座位姿勢の支援

第４回：寝る姿勢の支援

①ポジショニングの基礎知識　②姿勢をアセスメントする　③高齢者におきやすい不良姿勢

④ポジショニングによる支援（事例紹介）⑤ポジショニング用具（ロンボ、ポジクッション、

ナーセントロール EX）紹介⑥ポジショニング演習（a. 重さ、b. 仰臥位、c. 半側臥位、d. 側臥位）

排泄基本ケア

第５回：排泄の生理学と排泄ケア演習

①排泄に関わる生理学　②水分摂取と排泄の基礎知識　③下剤を使用しない排便の支援

④運動と排泄の基礎知識　⑤正しい排泄用具の見分け方　⑥排泄介助演習（おむつ交換、リハ

ビリパンツ、尿漏れパッドの正しい使い方）

②コミュニケーション研修（計３回）

対象：喜久の園介護職リーダーのみ
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第１回：コミュニケーションの基本

①コミュニケーションの定義　②コミュニケーションの方向性　③コミュニケーション過程

第２回：職種間連携のコミュニケーション方法

①喜久の園におけるコミュニケーションの現状

②利用者へのコミュニケーション方法（事例検討１）

『高次脳機能障害（認知症と失語症）を持つ利用者の事例』

第３回：コミュニケーションのまとめ

①一連の研修前後で、コミュニケーション面での変化

「対利用者」「研修報告と報告書の実施」「研修生同士の関係」「研修に参加していない職員との

関係」「ユニット内・ユニット間・フロア間」「職種間連携」。

②利用者へのコミュニケーション方法（事例検討２）

『聴覚障害（難聴）がある高齢者の事例』

③リーダーシップ研修（計 1 回）

対象：喜久の園介護職リーダーのみ

①対人援助の仕事とは何か、対人援助をおこなう私たちに求められることを、鷲田清一（臨

床哲学者）が述べる福祉の仕事の特徴をもとに考える　②自分が知っている自分と人が見る

自分との違いについて印象と対人援助の関係を考え、自己覚知につなげていく　③コミュニ

ケーション能力を高めるために、コミュニケーション能力を評価するための活動をおこなう

④人援助者に必要な視点、エンパワメントについて、ケアを外から提供することとの比較で

検討する⑤リーダーシップについて考えるために、リーダーに必要な要件、リーダーシップ

の分類、自分自身が目指すリーダーについて話し合う　⑥自分の所属するユニットの課題を

整理し、リーダーとしてどのように対応していくのか確認する

（３）【排泄自立支援】

本学教員と介護職リーダーを中心に、介護職員、看護職員、栄養課職員と共に、入所利用者46名（平

成 26 年 5 月時点）の“おむつゼロ”を目標に、おむつ外しを行った。

“おむつゼロ”の定義は、「「排便」をおむつまたは類似品で処理することなく、一般トイレまた

はポータブルトイレで行うこと」1）とした。

実施内容は以下のとおりである。

①平成 26 年 5 月時点の施設おむつ使用率・離床率・水分摂取量・下剤使用者数、排便場所を、

アセスメントシートを使用して調査し、集計した。（おむつ使用率とは、おむつゼロの定

義に従い、排便をベッド上で処理している人の割合を示す。）アセスメントシートの記入は、

介護職員が実施した。対象は、喜久の園の全入居者（短期入居者を除く）。

②介護職リーダー 6 名を対象に、本学教員が排泄ケア勉強会の研修及び介護職リーダーに

よる実践報告会を計 7 回（1 回 90 分）実施する。

③排泄ケア勉強会をもとに、介護職リーダーが、各所属フロアの介護職員を対象に勉強会を

開いた後、下記の取り組みを実施した。
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＜各フロアでの取り組み内容＞

・水分摂取量の増加　・離床時間の増加（レクリエーション、カラオケ、散歩等の実施）

・排泄用具の見直し　・下剤の調整　・食物繊維増加の献立提供　・口腔ケアの実施（主

に口腔体操）

④平成 27 年 2 月時点の施設おむつ使用率・離床時間・水分摂取量・下剤使用者数を、①と

同様にアセスメントシートを使用し集計、平成 26 年 5 月時点の集計結果と比較した。

（４）【マネジメント支援】

マネジメント支援では、介護部の技術向上を図るために、教育・研修委員会の組織体制の構築と

運営支援に取り組んだ。具体的には、①本研究にかかわる研修内容（25 年度喜久の園研修スケジ

ュール）及び外部研修で得た知識や技術を現場に広める方法を検討すること、②研修受講の効果、

成果を共有し、測定・管理するための方法を検討することを具体目標として設定し、活動を行った。

内容は以下のとおり（全５回の委員会運営）である。

表 2　マネジメント支援委員会運営

回 内容

第１回
① 介護部のケア技術向上教育に係る職務内容・分担と協働内容の

明確化（26 年度事業計画に基づく確認と整理）１

第 2 回までの取り組み ② 確認内容を関連委員会、部署、役職に発信

第２回
③ 介護部のケア技術向上教育に係る職務内容・分担と協働内容の

明確化（26 年度事業計画に基づく確認と整理）２

第 3 回までの取り組み ④ 確認内容を関連委員会、部署、役職に発信

第３回

⑤ １・2 回目で確認、整理した内容を教育・管理・支持するために

必要な委員会機能、管理（評価）様式の確認（委員会の役割、活

動内容の確定）※受託研究基礎研修含む）

第 4 回までの取り組み

⑥ 委員会の役割（活動内容、担当等）を明記した資料を作成し、

全職員に発信

⑦ 教育・研修活動実践の管理・評価（6 ～ 9 月）

第４回
⑧ 教育・研修活動実践の進捗状況の確認、修正

⑨ 教育活動に係る職務分析表の項目、内容検討

第 5 回までの取り組み
⑩ 教育・活動実践の管理・評価（10 ～１月）

⑪ 職務分析表の修正（教育活動の項目を追加）

第５回

⑫ 教育・活動実践の進捗状況の確認、評価

⑬ 委員会活動の評価（事業計画評価）と次年度事業計画の内容検

討

今後（次年度）の取り

組み

⑭　事業計画の評価、作成

⑮ 職務分析表の実施と結果に基づく面接（課題設定と対策として

の教育内容の明確化）
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Ⅳ．成果報告と考察

2 年間の取り組み成果については以下の通りである。

１．介護職リーダーの育成

１）アンケート結果

≪仕事に取り組む上で、苦労していることや困難に感じていること≫

平成 26 年 5 月 平成 27 年 3 月

・ほかの介護職員の話を聞く時間がない

・常勤職員の平均年齢が若く、考えが偏って

いるのではと考える

・何か新しい取り組みを始めるときや、今ま

での取り組みをやめるとき、職員の思いが

一致しない

・職員への良い指導方法がわからない

・自分よりも先輩の職員をどのようにまとめ

ていくか考えている

・研修した内容をわかりやすく他の職員に伝

えることが難しい

・リーダーシップがうまく図れずにいる

・ほかの職員の悩み、ストレスから助けたい

・職員同士のコミュニケーションが不足して

いる

・職員のやりがいやモチベーションをどのよ

うに上げられるか

・研修内容を実施するとき、自分一人で考え

て行動してしまう

≪仕事を取り組む上でのやりがい≫

平成 26 年 5 月 平成 27 年 3 月

・今は現場が忙しくてあまり考えられない

・入居者の笑顔が見られたとき

・職員が成長したと感じたとき

・業務やシステムの改善で、現場の働きやす

さが上がったとき

・自分が新たな仕事ができたり、学んだりで

きたりしたとき

・フロア内の雰囲気が良くなっていくこと

・入居者の笑顔

・取り組んだ内容について効果が表れたとき

・職員同士が協力し合い、介助ができたとき

・職員の変化や成長を感じたとき

・入居者や職員とコミュニケーションを図り、

関係を深められたとき

≪介護の専門性についてどのように考えているか≫

平成 26 年 5 月 平成 27 年 3 月

・入居者の立場になり、考えていくこと

・人生の最後に関わる大切な役割を担っている

・良くわからない

・家族が安心して任せられるような専門的知識

と技術が必要な職

・経験だけでも資格が得られ、また学校を出れ

ば資格を得られる職のため、専門性は低い

・入居者の一番近くで接しているので、変化が

あった時にすぐに対応できる力

・ケア方法が多様化している中で、マルチに求

められることが多い

・知識と技術についての専門的視点を持ったう

えで「個人」を見つめることができる
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≪本研修で特に学びたいこと、身につけたいこと（平成 26 年 5 月）／本研修で特に学んだこと、

身についたこと（平成 27 年 3 月）≫

平成 26 年 5 月 平成 27 年 3 月

・広い視野を持つ

・人に知識や考え方をわかりやすく伝える技術

・リーダーとしてのスタンスを学びたい

・入居所の生活が良くなる方法

・排泄ケアや介護技術を含め、もう一度一から

勉強したい

・他職員に対し、情報の伝え方がわかった

・職員間、フロア間の繋がりを意識できるよう

になった

・どのように職員同士が協力するよう伝えるか

・研修を通し、入居者を観察する力がついた

・最新の技術を取り入れる姿勢の大切さ

≪中堅の介護職員としての役割を果たしているか（自己採点）≫

平成 26 年 5 月：自己採点平均　3 点／ 10 点満点

平成 27 年 3 月：自己採点平均　5 点／ 10 点満点

≪自分の実践している介護内容について（自己採点）≫

平成 26 年 5 月：自己採点平均　3 点／ 10 点満点

平成 27 年 3 月：自己採点平均　6 点／ 10 点満点

２）排泄自立支援への参加とその成果を外部研究会へ発表

排泄自立支援の取り組みによる成果について「平成 27 年度　静岡県高齢者福祉研究大会」にお

いて介護職リーダーのうち、代表の 2 名が発表。

演題は『おむつ外しにむけて－「トイレでするっていいなぁ。」』

２．排泄自立支援

喜久の園における、おむつ使用率・離床時間・水分摂取量・下剤使用者数、排便場所の変化は以

下の通りである。

表 3　自立支援取り組み結果の比較

平成 26 年 5 月

（入居者数 46 名）

平成 27 年 3 月

（入居者数 48 名）

おむつ使用率 43％ 35.4％

日中の離床時間（平均） 8.9 時間 9.3 時間

水分摂取量（平均） 1027.9ml 1203.5ml

下剤使用者数（総数） 28 名 24 名

喜久の園におけるおむつ使用率は平成 26 年 5 月時点と比較し、平成 27 年 3 月は減少した。ベ

ッド上でおむつ交換介助が必要だった入居者が、トイレを使用して排泄できるようになった事例は

6 名であった。この要因として、介護技術研修で学んだ「車椅子の座位姿勢の支援や見直し」を入

居者に行ったことで、座位保持が可能になった入居者が増えたことが挙げられる。また、施設内で

レクリエーション活動を積極的に実施し、参加を促したことで、入居者は座位保持に必要な筋力、
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体力が増した結果、離床時間が増え、トイレでの座位が可能になったと考えられる。上田らは「「座

位の保持」ができれば、便座に座ることができるはずです。（中略）端座位が 10 分保持できれば、

ポータブルトレイでの排泄が可能になります。」2 と述べており、離床時間の増加が、おむつ率減

少に繋がったことが伺える。

下剤の使用者数については、4 名の入居者が下剤を使用せずに自然排便が可能になった。これは、

水分摂取量増加、食物繊維増加の献立提供の効果であると考える。平成 27 年 3 月の時点で 24 名

の入居者が下剤を服用しているが、その中には、服用している下剤の量や頻度が減少した入居者も

含まれており、改善傾向にある入居者がいるとの報告を介護職リーダーより受けている。

３．マネジメント支援

ここでは、計５回の教育研修委員会での議論内容から設定された課題を報告し、教育研修委員会

運営において、今回の取り組みで仕組み化された成果を述べる。尚、ここで取り上げる成果物とし

ての書式はあくまで開発途上中のものであるため、委員会議論で用いている資料を一部提示するこ

とに留める。

課題１：研修申請・報告書を活用した研修効果促進のための取り組み

本施設では「一人一研修」という制度を設けている。これは、職員各々が希望する外部研修を

受講するための支援制度であり、年度内に 1 回以上の研修受講を進めている。この研修受講では、

特にリーダー層に対する研修効果が表れていることが確認されており、具体的には「ユニットケア

の理想像」を描く機会としてユニットケア研修の受講効果が高くあげられた。しかし、実際の介護

現場では、受講時の内容と実際の現場の対象者の要介護度が大きく離れている等、研修で学んだ内

容を現場に活かすうえでの課題が存在している。さらに、リーダーの意識が向上しても、他職員の

個別ケア実践やケアにかかわる上での気付きが弱く、ケアの質が向上されていかない課題が根付い

ていることも確認された。このような状況に対し、教育研修委員会では、他研修を含め受講動機や

ねらいの確認、研修受講後の報告の機会、場所等を具体的に設定することにより、教育研修委員会

における研修受講の入り口、出口支援を行うことを決定した。具体的には、「職員からの研修参加

の申し出（理由・動機）：職員」「研修参加の可否（命令）：委員会記載」「研修参加に期待すること（指

示）：委員会記載」「研修内容（報告）：職員」「今後の課題と役立てたいこと（対策）：職員」「受講

報告完了の確認欄（管理）：委員会メンバーは委員会時に捺印（課題設定）」「研修申請時期について」

「研修報告確認印」を項目化した研修申請書、報告書を資料１のとおり開発した。その使用結果か

らは、内容、分量的には記載上の問題が発生しなかったことが明らかになったほか、教育研修委員

会として、研修受講にかかわる管理、教育的機能と役割が明確化された点で効果が表れたことが確

認された。しかし、申請、報告時期が期間的に短くなりやすいこともあるため、参加可否の決済等

に関しては、今後も柔軟に対応していく必要があることが今後の課題となった。

課題２：職務分析表を活用した人材教育支援への取り組み

本施設では、職務分析表を施設長が開発し、これを用いて、人事考課や業務量、業務改善等の経

営マネジメントにかかわる基礎資料として活用してきた。本取り組みでは、この職務分析表を経営

職務分析に留まらず、教育的な側面での評価項目を扱うことにより、介護職員としての職務の基準

化や人材育成、人事考課の基礎資料としてのスーパービジョンに活用できる可能性を模索した。そ

の結果、資料２のとおり既存の職務分析表に改良を加え、これを用いて施設長、介護部主幹等によ
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る個別面接実施時の教育的な基礎資料としての導入を進めた。導入効果として、自己評価を追加し

たこと、個別ヒアリングの基礎資料として活用できたことによる効果には、技術向上と業務の効率

性の向上を関連性があるものとしての意識啓発につながる点が明らかになったものの、「業務」を

自己評価する視点に関しては、自己の能力評価よりも、業務改善の必要性や、これにかかわる種主

の要望が多く記述される傾向にあり、自己能力の評価という視点を網羅するためには、別の資料を

併用する必要があることが確認された。こうした経過を経て、本取り組みは、業務時間の厚み等で

ケアの質を評価することになりかねないとの観点から、様式内容の自己評価は、あくまで「技術」

のみを採用し、「業務」については、個別ヒアリング時に口頭で状況確認していくことに修正し、

経過を確認していくことになった。

課題３：介護技術の自己評価を促進するための取り組み

本施設では、介護技術の自己評価を促進するために、資料３のシートを活用した。本取り組みに

おいては、技術向上ワーキンググループ及びユニットリーダーを中心に、内容検討をすすめること

で、実働上の内容理解を深めることも重要な目的とした。本様式の開発経過では、評価項目の審議

は教育研修委員会で施設長の決済を前提に進めることにより、職務分析表との関連性を持たせるこ

とも重視した。結果、チェックシートの評価項目を検討する過程で、評価、指導を担当する技術向

上ワーキンググループ、ユニットリーダーに対する意識啓発につながったことが明らかになった。

資料 1：研修申請・報告書 資料 2：職務分析表
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一方で、初任期にある職員等への早急な技術指導への対応や、自己評価と指導者評価の開きが大き

い者への対応についての直接的な指導体制、役割等を明確化することの必要性が課題としてあげら

れた。これらの課題は、本取り組み（スキルチェック）の管理、運営体制上、教育研修員会が総括

して内容としくみの取りまとめを担うものの、スキルチェックは技術向上を目的とした活動である

ため、教育研修委員会と他の委員会と連携・分担してすすめていくことで対応することに決定した。

マネジメント支援に係る残された課題

今後は、上記の結果をふまえつつ、職員一律で同じ項目を設定するのではなく、「職種」「職位」

毎に再編した新たな様式に変更し活用していくことが必要である。その際、職務分析表とスキルチ

ェック表に重なりもみられるが、スキルチェックはあくまで技術向上を目的とする評価項目であり、

職務分析表とは別の目的で活用すること、職務分析表は、管理業務として個別面接に用いることに

加え、職員の評価内容の特性を把握し、教育研修委員会で教育的課題について検討するための材料

として活用していくことが必要である。

Ⅴ．本研究で開発した研修計画

2 年間の受託研究について『科学的介護の実践に係る介護福祉事業のモデル開発　構造図』（図４）

を作成した。本研究のねらいにある通り、本受託研究は、社会福祉法人白翁会、今回は特に特別養

護老人ホーム喜久の園と静岡県立大学短期大学部が協働し、新しい介護福祉施設の質保証モデルの

創造と、介護の担い手である施設職員の「福祉」実践力の開発・向上を目的としたものである。ま

た、喜久の園の基本理念である“「ご家族の離れ」を感じる安心感”を職員が理解し支援できる施

設であるために、2 年間で４つのステージを基にスケジュールを組み立てた。取り組み内容は、施

設への調査結果や施設職員からの意見をもとに施設の課題を抽出し、検討した結果、主に、介護職

リーダーの育成を含め、全職員の「モチベーションの向上」、介護職員の「介護技術の向上」、施設

長をはじめ幹部職員を対象にした「マネジメント支援」の 3 つを軸として実施した。それら実施

内容については、本事業で改良したスキルチェック表や職務分析表、介護職員による研究大会での

発表によって評価した。
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Ⅵ．考察

本受託研究において「モチベーションの向上」、「介護技術の向上」、「マネジメント支援」の成果

を以下の通り考察した。

モチベーションの向上では、特に介護職リーダー 6 名の育成を目標に、各研修への参加や排泄

自立支援の中心職員として取り組みを行った。その結果、アンケート結果から『中堅の介護職員と

しての役割を果たしているか』の項目では、微増ではあるが自己評価の点数が伸びている。また、

『本研修で特に学んだこと、身についたこと』より、「他職員に対し、情報の伝え方がわかった」「職

員間、フロア間の繋がりを意識できるようになった」「どのように職員同士が協力するよう伝える

か」等の意見が見られたことから、中堅職員として、特に“他者に伝える力”が身についたと感じ

ていることが伺えた。さらに、『自分の実践している介護内容について』においても自己評価の点

数は伸びており、本事業を通して受講者自身が成長を感じていることが明らかとなった。このこと

から、本事業における介護職リーダーを育成は効果があったと考える。今後は、今回対象となった

6 名が施設でリーダーシップを発揮できるような仕組みづくりが必要であるとともに、全ての職員

のモチベーションが向上するような取り組みを検討することが必要である。

介護技術の向上の成果では、シーティングについては受講者より「ただ座るだけでなく、どのよ

うに座るのかを学んだ」「目的別の姿勢を知り、今後施設でどう活かしていくか考える事が出来た」、

またポジショニングに関しては、「自分が体験することで、圧分散の必要性を改めて実感した」「ク

ッションの使い方、重要性について考えさせられた」等の意見・感想が聞かれた。今後の介護に活

かすべき視点および改善・検討すべき事項を認識することができた点では、ステージ２「学ぶ」と

いう本講座の目的は達成することができたと思われる。実際の現場では、円背の方や著しく拘縮・

変形をきたした方など複雑で対応困難な事例が多くあると思われるが、現状を分析し、具体的にど

う実践していくのかについては、ステージ３「取り組む」４「続ける」まで実施した排泄自立支援

を参考に、新たな取り組み計画につながっていければそれは本研究全体の成果であると考える。

排泄自立支援では、1 年間のおむつ外しの取り組みの結果、入居者のおむつ使用率、日中の離床



科学的介護の実践に係る介護福祉事業のモデル開発 13

時間、水分摂取率、下剤使用者数の改善が見られた。これらの改善には、職員の専門的な知識や技

術による支援が不可欠である。今回、介護職リーダーが各所属フロアで実施した勉強会によって、

介護職員に専門的知識や技術が備わったこと、その上でおむつ外しに適した支援を職員全体で実施

したことが、改善に結びついたと思われる。また、取り組みを実施するにあたり、水分摂取量につ

いては管理栄養士や調理員と、下剤使用量については看護師と連携を図ったことで、施設内の他職

種間での繋がりが強化された。これらのことから、介護職員の知識と技術は取り組み前と比較して

向上し、多職種間の連携も強化され、施設全体のケアの質も向上したことが伺える。さらに、この

成果を「平成 27 年度　静岡県高齢者福祉研究大会」において 2 名の介護職リーダーが発表したこ

とによって、発表者からは「介護の仕事を続けていく上で、自信に繋がった」との意見が聞かれ、

職員のモチベーション向上にも繋がったと考える。

マネジメント支援の成果では、教育研修委員会を組織化し運営することにより、これまで施設長

のみで行った面接に介護管理職も出席し、職務分析表、スキルチェック表を活用したスーパービジ

ョン機能を加えるマネジメント効果を生み出すことを可能とした。ここでは、研究的に施設の現状

課題を捉え、それらの課題に対応するための書式を開発出来た点が、受託研究の効果として大きな

成果と考えている。しかしながら、本取り組みはあくまで介護技術に係る教育機能の向上に特化し

た限定的な内容であるため、今後は法人全体のキャリアパスモデルの作成に着手し、これをベース

に職位、職種別に対応できる教育・研修内容（一人一研修の活用等）を、委員会レベルで検討でき

る組織体制の一層の推進が求められると考える。

Ⅶ．文献

１）竹内孝仁，藤尾祐子．おむつを外し尿失禁を改善する―排泄自立の理論と実践―．筒井書房．

2011．

２）上田朋宏監修．船津良夫，山口昌子著．介護のための排尿ケア入門．中央法規．2014．



14

資料 3：スキルチェック表


